
大分市立地適正化計画改訂 (素案)に関する説明会資料

1.説 明会の目的について
大分市立地適正化計画改訂内容のお知らせのため

2.計 画策定の背景について

状
況

・新産業都市指定後の人□増加により、
拡散型の土地利用が進行
・少子高齢化等の進展により人□減少の
局面に転じている
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■発生が懸念される都市構造上の課題
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①高齢者や子育て世代にとって、
安心できる健康で快適な生活環境を実現
すること
②財政面及び経済面において
持続可能な都市経営を行うこと
③公共交通等の効率化により
低炭素型の都市構造を実現すること
④災害から人命を守ること

↓
・上記目的
暮らしや
一体的な

を達成するため、
すさの確保と地i或の魅力づ<りの
推進が必要
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これまでの人□増加を背景に、郊外でも店舗や住宅が立地する
など、低密度な市街地が広がっている

0税収の減少による財政規模の縮小
0生活利便施設の減少や公共交通の縮小
・地域コミュニティ機能の低下 等

店舗の閉店や
が低下

人□減少 。人□密度の低下により
病院の撤退などまちの魅力や活力

空き家 。空きビルの増加

郊外国地の人□急減

公共施設の
維持管理・

建替などの
費用拡大

平成 31年 3月に大分市立地適正化計画を策定

利用者減少に伴う公共交通の衰退 。

サービス水準の低下

災害により生命の危険が生じるおそれ

3.立 地適正化計画について
・都市再生特別措置法 (以下「法」という)第 81条に基づき策定する計画。
・住宅と都市機能増進施設 (医療、福祉、商業などの生活利便施設)を公共交通で繋げる都市構造の形成

により、各拠点及び市域全体の暮らしやすさや、活力の維持・増進を図る計画。

:本市では、居住誘導区域の名称を

【立地運正化計画のイメージ】 :「居住推奨区域」とよぶ。
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◆区域内における居住環境の向上

◆区域外の居住の緩やかなコントロール

※「居住誘導区域」外では、一定規模以上の住宅勝発について,

届出が必要 (無秩序拡散量の開発の防止)

1菫 菫 盤 塾 蟻 議 量 ス 壺 直 頭 颯 2
1◆都市機能 (商業・福祉等)の立地促進
l◆区域外の都市機能立地の緩やかなコントロール

l◆歩もヽて暮らせるまちづくり
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災害危険区域に建物が立地



4.大 分市立地適正化計画 (現行計画)の概要について

元気・安心・快適な暮らしを支える

将来にわたつて持続可能な『多極ネツトワーク型集約都市』の形成

◆都市づ<りの基本理念◆

【計画策定年月日】
王盛ユ菫巨輩延2目
【計画対象範囲】
大分市全域
※都市再生特別措置法に基づ

誘導施設については、
大分都市計画区域を対象

【計画期間】

令不日22年 (2040年 )
粟お扇琶菊蔭凛軍質石想定

く区域や

凡例

都市機能誘導区域

居住推奨区域

生活拠点区域

駅
……鉄道

地区界

市街化区域

都市計画区域

√

・JR大分駅を中心とする地域を「大2都心拠虫ょ 各支所周辺の地域を「地区拠点」として設定。
・都市計画区域外である佐賀関及び野津原地区拠点については、「生邁拠点区域」として設定。(市独自)

①塗1三二 L全工L__翅生壷二隻」EiLElの

`ど

型1=LEIヨ画豊ヱニ重堕、必要により変更笙重ュことこされており、計画

塑:菫2望,二三z壺:墾:喧:登塾:二:望二重:堕:菫:ゆ
②法の二望菫ェ (R26■ 0公布)に伴いこ立地適正化計画にェ堕墾:±i丘」■KxΣ塵菫襲蒸製姿巨鯉

=レ
ニL

(※)本市では、防災指針の名称を「 まちづ<り方針」とします

「堕羞ま主三盤盤基量鐘上」墜

災害リスクに対して、可能な限り回避・低減させるために必要な防災・減災対策を定めたもの

(例 ):河川堤防・海岸の強化、災害リスクの周知など
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5.改 訂の背景について

6.改 訂内容の検討フローについて

①現行計画の分析0評価による課題の整理

1)」市構造上の分析篭
2)分析をふまえた課題の整理

JL

②立地適正化計画改訂内容の検討

課題を踏まえた対策の検討
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大分市立地適正化計画改訂 (素案)に関する説明会資料

7.現 行計画の分析・評価による課題の整理について

1)都市構造上の分析 (赤字 :減少、青字 :増加)
人□や公共交通、災害等の各分野別に計画策定時に用いたデータと、最新のデータを用いて分析・評価

一人口…

①人□構造の推移

・総人□、年少人口 (15歳未満)、 生産年齢人□ (15歳～64歳 )は減少、老年人□ (65歳以上)
はi曽力□

■総人□ 0年齢区分別人□の推移 (万人)
2040年

総人口 47.8 4フ .6 44.8 (l佳言十)

年少人口 6.69 6.66 5.38
生産年齢人口 29.2 28.1 24.2
老年人口 12.0 13.3 ■5.7

②人□集中地区の推移
0人□集中地区 (DID地区)※、DID人□はともに増加
※4,000人 /k」以上の区域が隣接し、隣接した地域の人口が 5,000人以上の地域

■人□集中地区 (DID)面 積 0人□の推移 (括弧内は総人□比)

1965
(口召和 40)1年
1′730ha
ll.6万'人

(45%)

1990
(平成 2)年
6′224ha
29.7万人
(69%)

2015
(平成 27)年
7′046ha
34.3万人
(72%)

2020
(令和 2)年
4ha
人万1

7496)

》

〇少子高齢化が進む中、総人□は減少しながらも市街地は広がっている傾向は、

計画策定時 (2015年のデータを基に H31年 3月に策定)から大きな変化はなし

―公共交通藝

公共交通利用者の推移

。増加傾向であった鉄道利用者および路線バス利用者は、大き<減少

■公共交通利用者数の推移
3語

“20,000

10′ 000

0

2014

(H26) (Rl)

鉄道 路線バス

2020

(R2)
宇

21′ 245 21′ 740

環饒可

〇鉄道利用者および路線バス利用者は減少しており、便数の減少による利便性の低下が懸念
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i O本市では、洪水、津波、高潮等の浸水や、地震、土砂災害等の災害リスクがあり、

: で災害リスクが存在

: ・旧耐震基準で建設された建物が多数立地

| ・指定緊急避難場所からの距離が遠い区域が存在

〇様々な災害リスクが大分市内の広範囲に存在

市内すべての地区

L

／′〉″

分析結果

該当地区
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①人口密度の高い区域で 3m以上の浸
水被害が懸念 ● ● ● ● ● ● ●

②水平垂直避難が困難な建物が集積 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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2)課題の整理
都市構造の分析により、以下の課題が抽出した。

〇人□減少、少子高齢化、市街地の拡大などから、市街地が薄<広 <拡大している傾向が続いている

〇鉄道利用者および路線バス利用者は減少しており、便数の減少による利便性の低下が懸念される

〇様々な災害リスクが大分市内の広範囲に存在している

¬ЧFF
①現在の公共交通網を生かし、公共交通を利用しやすい区域に対して都市づ<りの観点から

人□維持や都市機能施設の維持・誘導が必要

②都市づ<りにおいて、災害リスクヘの考慮が必要

(1)居住拠点区域の設定

人□減少下においても居住推奨区域の中において、より身近な区域の生活圏の中心となり特に利便性が高

い区域において人□密度の維持を図ることを目的に、以下の区域を「居住拠点区1或」として設定いたします

①交通結節機能を有する鉄道駅周辺において、日常的に人が行き交い、集まり活動できるような交通結節

機能を提供する区域

②「大分都心拠点」及び「地区拠点」を補完する区域

③より身近な場所に都市機能の維持を図り、生活利便性を確保し続ける区域

■居住拠点の設定イメージ

居住拠点

居住推奨区域 住拠点

<居住拠点区域の設定>
・『西大分駅』、『高城駅』t『滝尾駅』、『南大分駅』、『賀来駅』を居住拠点として位置づけ、鉄道駅を起点

に半径 500mを基本とし、地形・地物等を基に区域を設定。
※「居住拠点区域」の設定に伴う新たな規制等はありません。

【防災まちづ<り方針の検討項目】

① 災害リスクの分析・課題抽出 (結果については、P2に記載)
② 防災まちづ<りの将来像・防災まちづ<り方針の検討
③ 防災まちづ<り に係る施策、スケジュール、目標値の設定

ヽ
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8.改 訂の内容について

駅周辺に、身近な場所で生活サービス

が享受できる場を形成

(2)防災まちづ<り方針の追加
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大分都心拠点



ハザー ド情報

〇洪水、高潮、土砂災害

津波、地震

都市情報

〇土地

〇建物 など

◆① 災害リスクの分析・課題抽出◆

◆②-1 防災まちづ<りの1平来像◆

◆②-2 防災まちづ<り方針◆

被害が発生しない対策

被害を低減させる対策

災書リスク情報

〔_)災害リスクの周知・啓発

◆③ 防災まちづ<りに係る施策の設定◆

災害リスクの低減

・災害時にも八一ド・ソフトの

両面から被害を低減させる

対策

治水対策の推進

地域防災力の向上
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Ｌ
ア

Ｌ
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「3つの柱」

防災・滅災対策

t)治水対策の特遺
(~)堤 書:「強い都市・イ主言い うく′)
〔,地 t或防贅力の向 1

災害リスクの低減

▼

命を守る
C)避難対策の推進

避難対策の推進

_ニニ三ニニ」

リスク分析の視点

〇多数の人的被害のおそれがないか

〇垂直避難で対応できるか など

地域の災害リスクを知り、みんなで備える

強くしなやかなまち

■
■
■

土地利用対策の推進

舅遷 災害に強い都市・住まいづくり
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災害リスクの回避

え る
■,

つ 週liれる

災害リスクの回避

・災害時に被害が発生しない

ようにする対策

知る

備える

備える


